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平成２８年度における全国職業訓練実施計画（案） 

平成 28 年 月 日 

 

第一 総則 

  一 計画のねらい 

産業構造の変化、技術の進歩その他の経済的環境の変化の中で、職業の安

定、労働者の地位の向上及び経済社会の発展を図るためには、これらによる

業務の内容の変化に対する労働者の適応性を増大させ、及び転職に当たって

の円滑な再就職に資するよう、労働者に対して適切な職業能力開発を行う必

要がある。このため、都道府県、事業主等が行う職業能力開発に関する自主

的な努力を尊重しつつ、雇用失業情勢等に応じて、国が、職業能力開発促進

法（以下「能開法」という。）第 16 条第１項の規定に基づき設置する公共職

業能力開発施設（以下「公共職業能力開発施設」という。）において実施す

る職業訓練（能開法第 15 条の７第３項の規定に基づき実施する職業訓練（以

下「委託訓練」という。）を含む。以下「公共職業訓練」という。）及び職業

訓練の実施等による特定求職者の就職の支援に関する法律（以下「求職者支

援法」という。）第４条第１項の規定により厚生労働大臣の認定を受けた職

業訓練（以下「求職者支援訓練」という。）の充実を図ることにより、労働

者の十分な職業能力開発の機会を確保する必要がある。 

本計画は、現下の雇用失業情勢等を踏まえ、本計画の対象期間（以下「計

画期間」という。）中における公共職業訓練及び求職者支援訓練（以下「公

的職業訓練」という。）の対象者数等を明確にし、計画的な公的職業訓練の

実施を通じて、職業の安定、労働者の地位の向上等を図るものである。また、

公共職業能力開発施設は、本計画を実施する際に、都道府県労働局、公共職

業安定所、地方公共団体等関係機関との連携を図り、効率的かつ効果的な公

共職業訓練の実施を図るものとする。 

  二 計画期間 

計画期間は、平成 28 年４月１日から平成 29 年３月 31 日までとする。 

  三 計画の改定 

本計画は、職業訓練の実施状況等を踏まえ、必要な場合には改定を行うも

のとする。 

 

第二 労働市場の動向と課題等 

  一 労働市場の動向と課題 

労働市場の状況をみると、最近の雇用情勢は、改善しているものの、少子

高齢化が進展する中、我が国の持続的な経済成長のためには、人材力の強化

や IT の活用等を通じた一人一人の働く者の生産性の向上を図ることが必要

である。 

 

資料 2-1 
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このため、離職者の増大に的確に対応するため、離職者の再就職の実現に

資する職業訓練を実施するとともに、産業界や地域の人材ニーズに合致した

多様な職業能力開発の機会を確保・提供することが重要である。         

  特に、若年者については、完全失業率が年齢計に比べて相対的に高水準で

推移し、フリーターの数については、平成 15 年の 217 万人をピークに５年

連続で減少したものの、平成 21 年には６年ぶりに増加に転じ、平成 27 年も

引き続き高水準となっている。また、ニートである若年者もいまだに多い状

況となっている。こうしたことから、今後の我が国の社会を支えていく若年

者が職業能力を高めることができるよう、若年者にとって良好な雇用機会の

創出やその育成のための施策を重点的に実施する必要がある。併せて、能開

法第 15 条の４第１項に規定する職務経歴等履歴書（以下「ジョブ・カード」

という。）を活用し、若年者の能力向上を図り、安定的な雇用への円滑な移

行を促進することが重要である。 

また、女性については、出産・子育ての時期にある年齢層の就業率が低い

状況にあり、女性の活躍を促進するため、出産等でキャリアを中断した女性

の再就職を支援することが重要である。 

  高齢者については、60 歳を過ぎても多くの高齢者が就業しており、年齢

に関わりなくいつまでも働き続けたいという者も多い状況である。生涯現役

社会の実現に向けて、高齢者の職業能力開発を推進していくことも重要であ

る。 

我が国の持続的な経済成長のためには、企業が付加価値の高い分野又は環

境・エネルギー分野等の今後成長が見込まれる分野への展開を図ることが重

要であり、そのために必要となる人材の育成を行うことが必要である。 

また、我が国の基幹的な産業であるものづくり現場を支えてきた熟練技能

者が、徐々に職業生活からの引退過程を迎えているため、ものづくり現場を

支える熟練した技能及びこれに関する知識が若年者に円滑に継承されるよ

う、当該現場の戦力となる人材の育成を図ることが重要である。このため、

事業主等による多様な職業能力開発を一層推進するほか、公共職業能力開発

施設においては、職業訓練指導員を派遣する等、事業主等による職業能力開

発を支援するとともに、中小企業事業主等の人材ニーズに対応した職業訓練

及びものづくり現場の戦力となる若年技能労働者の育成を一層推進する必

要がある。 

さらに、我が国の産業構造や資源には地域特性が個々に異なっていること

から、地域のニーズを踏まえた職業訓練を実施することが必要である。     

  障害者については、法定雇用率の引き上げ、障害者の雇用の促進等に関す

る法律の一部を改正する法律（平成 25 年法律第 46 号）による障害者の雇用

の促進等に関する法律（昭和 35 年法律第 123 号）の改正等を背景として、

その就労意欲が高まっており、新規求職申込件数が年々増加している。この

ため、障害者の実質的な社会参加に向けて、障害者が自らの能力を最大限発

揮し自己実現できるよう支援することが求められている。また、障害者の福
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祉から就労への移行を促進するため、障害者雇用促進施策と障害者福祉施策

が有機的な連携を図りつつ、個々の障害者の就業ニーズに即した職業能力開

発を推進し、障害者の職業の安定を図る必要がある。     

  母子家庭等支援施策、生活保護制度や生活困窮者の自立支援施策について

は、母子家庭、父子家庭、生活保護法（昭和 25 年法律第 144 号）の規定に

より保護を受けている世帯や生活困窮者（生活困窮者自立支援法（平成 25

年法律第 105 号）第２条第１項に規定する生活困窮者をいう。以下同じ。）

の自立・就労を支援する必要性が高まっていることから、地方公共団体等関

係機関との連携を強化した上で、母子家庭の母、父子家庭の父、生活保護法

第６条第１項に規定する被保護者や生活困窮者に対する職業能力開発を含

めた就労支援の充実を図ることが必要である。 

二 平成 27 年度における公的職業訓練をめぐる状況 

平成 27 年度の新規求職者のうち、求職者支援法第２条に規定する特定求

職者に該当する可能性のある者の数は平成27年11月末現在で1,774,322人

であった。 

そうした中、平成 27 年度の職業訓練の受講者数は、公共職業訓練（離職

者訓練）については、平成 27 年 11 月末現在で 89,413 人であり、求職者支

援訓練については、平成 27 年 11 月末現在で 28,004 人であった。 

また、平成 27 年度の就職率は、公共職業訓練（離職者訓練）の施設内訓

練が 84.5％、委託訓練が 74.0％、求職者支援訓練の基礎コースが 58.1％、

実践コースが 60.9％であった。 

注 求職者支援訓練については、平成 26 年４月に開講した職業訓練コー

スから雇用保険適用就職率を目標設定に用いている。 

注 施設内訓練は平成 27年８月末までの、委託訓練は同年７月末までの、

求職者支援訓練の基礎コース及び実践コースは４月末までの訓練修了

者等の訓練修了後３か月の就職率である。 

在職者訓練の受講者数は、平成 27 年 11 月末現在で 45,681 人であり、学

卒者訓練については、平成 27 年 4 月末現在で 5,603 人であった。 

     

第三 計画期間中の公的職業訓練の対象者数等 

離職者を対象とする職業訓練については、人材不足が深刻な分野、成長が見

込まれる分野等における人材育成に重点を置きつつ実施する。 

また、職業訓練が計画的かつ効果的に実施できるよう、引き続き、地域の関

係者が連携・協力関係を強化するための連絡・協議の場を設けるとともに、産

業界・教育訓練機関団体等の協力も得ながら、職業能力評価基準、民間教育訓

練機関における職業訓練サービスガイドライン等の更なる整備及び普及も進

めていくこととする。 

  一 公共職業訓練（離職者訓練）の対象者数等 

    (1) 対象者数及び就職率に係る目標 

計画期間中に実施する離職者訓練の対象者数は、133,800 人とする。 
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離職者訓練の対象者数のうち、26,000 人については、施設内訓練（公共

職業能力開発施設内で実施する訓練をいう。以下同じ。）として実施する

ものとする。施設内訓練のうち、3,000 人については、企業実習と座学を

一体的に組み合わせた訓練（以下「日本版デュアルシステム」という。）

として実施するものとする。 

また、離職者訓練の対象者数のうち、107,800 人については、委託訓練

として実施するものとする。委託訓練については、人材不足が深刻な建設、

保育、介護等の分野や、今後成長が見込める医療、情報通信、観光、環境・

エネルギー分野等において充実を図るものとし、その対象者数のうち、

6,700 人については介護福祉士及び保育士の資格取得を支援する２年間の

訓練として、12,000 人については実践的職業能力の付与が必要な者に対す

る日本版デュアルシステムとして、それぞれ実施するものとする。             

就職率は施設内訓練で 80％、委託訓練で 70％を目指す。 

    (2) 離職者訓練の内容 

離職者訓練については、職業能力に係る労働力需給のミスマッチを解消

するため、知識の付与及び実習による技能の習得など、訓練の内容に応じ

た様々な民間教育訓練機関を活用した多様な職業能力開発の機会を都道

府県又は市町村が能開法第 16 条第１項又は第２項の規定に基づき設置す

る施設（障害者職業能力開発校を除く。）において実施する職業訓練との

役割分担を踏まえつつ提供し、地域における離職者等の多様な就業ニーズ

及び企業の人材ニーズに応じた支援を実施するものとする。その際、東日

本大震災に伴う復旧・復興需要に応じた人材ニーズを踏まえた職業訓練を

実施するものとする。施設内訓練として実施する職業訓練については、民

間教育訓練機関では実施できない「ものづくり分野」において実施する。 

また、雇用のセーフティネットとして、母子家庭の母等のひとり親、刑

務所を出所した者、定住外国人等特別な配慮や支援を必要とする求職者に

対して、それぞれの特性に応じた職業訓練を実施するものとする。 

    (3) 効果的な離職者訓練の実施のための取組 

産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓練科の見直しを行うものとす

る。離職者訓練の訓練科のうち、定員の充足状況や修了者の就職実績が低

調なものについては、その原因の把握及び分析を行った上で、その内容等

の見直しを図るほか、当該離職者訓練の受講者に対し、公共職業安定所と

の連携強化の下、ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティング、

求人情報の提供等の計画的な就職支援を実施するとともに、安定的な雇用

への円滑な移行を実現するためには、これまで以上に高い職業能力が求め

られることから、就職の実現に必要とされる知識・技能を習得するための

長期間の訓練を積極的に設定することで、就職率の向上を図るものとする。 

委託訓練については、就職実績に応じた委託費の支給を行うほか、都道

府県労働局、地方公共団体、労使団体等関係機関の協働により、産業界や

地域の人材ニーズに即した訓練カリキュラムの開発・検証等を推進するこ
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とにより、就職率の向上を図るものとする。             

  二 公共職業訓練（在職者訓練）の対象者数等 

    (1) 対象者数 

計画期間中に実施する在職者訓練の対象者数は、57,000 人とする。 

    (2) 在職者訓練の内容 

在職者訓練については、産業構造の変化、技術の進歩等による業務の変

化に対応する高度な技能及びこれに関する知識を習得させる真に高度な

職業訓練であって、都道府県等又は民間教育訓練機関において実施するこ

とが困難なものを実施するものとする。 

    (3) 効果的な在職者訓練の実施のための取組 

地域の中小企業事業主等の人材ニーズを把握した上で、真に必要とされ

ている在職者訓練の訓練科の設定を行うとともに、個々の中小企業事業主

等の具体的なニーズに即した実施方法等により行うものとする。  

  三 公共職業訓練（学卒者訓練）の対象者数等 

    (1) 対象者数 

計画期間中に実施する学卒者訓練の対象者数は、5,900 人とする。       

学卒者訓練の対象者数のうち、4,100 人については専門課程による公共

職業訓練として、1,700 人については応用課程による公共職業訓練として、

100 人については普通課程による公共職業訓練として、それぞれ実施する

ものとする。専門課程による公共職業訓練の対象者数のうち、300 人につ

いては、日本版デュアルシステムとして実施するものとする。 

    (2) 学卒者訓練の内容 

学卒者訓練については、新規高等学校卒業者等を対象に、ものづくりの

現場の戦力となる高度な実践技能者の育成を図るため、職業に必要な技能

及びこれに関する知識を習得させることを目的とした比較的長期間の公

共職業訓練を実施するものとする。 

    (3) 効果的な学卒者訓練の実施のための取組 

産業界及び地域の人材ニーズを把握し、訓練科の見直しを行うものとす

る。学卒者訓練の訓練科のうち、定員の充足状況や修了者の就職実績が低

調なものについては、その原因の把握及び分析を行った上で、その内容等

の見直しを図るものとする。       

  四 障害者等に対する公共職業訓練の対象者数等 

    (1) 対象者数 

計画期間中に実施する障害者等に対する公共職業訓練の対象者数は、

10,300 人とする。 

障害者等に対する公共職業訓練の対象者数のうち、6,300 人については、

委託訓練として実施するものとする。 

また、就職率は施設内訓練で 65％、委託訓練で 53％を目指す。 

    (2) 障害者等に対する公共職業訓練の内容 

障害者職業能力開発校においては、精神障害者を始めとする職業訓練上
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特別な支援を要する障害者を重点的に受け入れて、個々の受講者の障害の

特性等に応じた公共職業訓練を一層推進するものとする。 

また、地域における障害者の職業能力開発に資するよう、都道府県立職

業能力開発校において、障害者を対象とした公共職業訓練を引き続き実施

するものとする。 

さらに、民間企業等に対して委託する障害者委託訓練では、実践能力習

得訓練コースの定員の拡充を踏まえて、精神障害者向けの訓練コース設定

を促進しつつ、特に法定雇用率が未達成である企業や、障害者の雇用の経

験の乏しい企業等を開拓するとともに、知識・技能習得訓練コースにおい

て就職支援を実施するなど、訓練内容や就職支援の充実を図りながら、引

き続き推進するものとする。       

併せて、採用時に必要なコミュニケーション能力等の社会的スキルが乏

しい学生等に対して、就職活動や就職の実現に資する委託訓練を引き続き

実施するものとする。 

    (3) 障害者に対する効果的な公共職業訓練の実施のための取組 

障害者の就業ニーズ及び企業の人材ニーズを踏まえ、訓練科の見直しを

行うものとする。障害者に対する公共職業訓練の訓練科のうち、定員の充

足状況や修了者の就職実績が低調なものについては、その原因の把握及び

分析を行った上で、その内容等の見直しを図るほか、当該公共職業訓練の

受講者に対し、公共職業安定所等との連携強化の下、当該公共職業訓練の

開始時から計画的な就職支援を実施し、就職率の向上を図るものとする。 

また、障害者の職業能力開発を効果的に行うため、地域における雇用、

福祉、教育等の関係機関が連携を図りながら職業訓練を推進する。 

さらに、障害者の福祉から就労への移行を促進するため、都道府県障害

福祉計画（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律

（平成 17 年法律第 123 号）第 89 条の規定に基づき、都道府県が定める計

画をいう。）を踏まえ、障害者福祉施策と密接な連携を図るものとする。 

  五 求職者支援訓練の対象者数等 

    (1) 対象者数及び就職率に係る目標 

計画期間中に実施する求職者支援訓練の対象者数は、非正規雇用労働者

自営廃業者等の雇用保険の基本手当を受けることができない者に対する雇

用のセーフティネットとしての機能が果たせるよう、53,500 人程度に訓練

機会を提供するため、訓練認定規模 82,200 人程度を上限とする。 

また、雇用保険適用就職率は、基礎コースで 55％、実践コースで 60％

を目指す。 

    (2) 求職者支援訓練の内容 

求職者支援訓練については、基礎的能力のみを習得する職業訓練（基礎

コース）も設定するが、基礎的能力から実践的能力までを一括して習得す

る職業訓練（実践コース）を中心とする（求職者支援訓練の 50％）。 

その際、成長分野、人材不足分野とされている分野・職種に重点を置く
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とともに、地域における産業の動向及び求人ニーズを踏まえたものとする。

東日本大震災の被災者、未就職のまま卒業することとなった新規学卒者、

コミュニケーション能力等の課題を有する生活困窮者等である対象者につ

いて、その特性・訓練ニーズに応じた職業訓練の設定にも努めることとす

る。 

訓練認定規模は、次のとおりとする。 

イ 基礎コース 訓練認定規模の 50％程度 

ロ 実践コース 訓練認定規模の 50％程度 

実践コースのうち、介護系、医療事務系及び情報系の３分野の割合は、

地域の実情に応じて設定するものとする。ただし、実践コース全体の訓練

認定規模に占める各分野の下限の目安として、介護系 20％程度、医療事務

系５％程度及び情報系５％程度として設定するものとする。 

より安定した就職の実現に資するよう、各地域の状況や工夫に応じて主

体的に独自の訓練分野、特定の対象者又は特定の地域を念頭に置いた訓練

等を設定する地域ニーズ枠を全ての都道府県の地域職業訓練実施計画で

設定することとする。地域ニーズ枠の設定に当たっては、公共職業訓練（離

職者訓練）の訓練規模、分野及び時期も踏まえた上で、都道府県の認定規

模の 10％以内で設定をすることとする。 

求職者支援訓練のうち、次の値を上限として地域職業訓練実施計画で定

めた割合以下の範囲で当該都道府県で求職者支援訓練に新規参入となる

職業訓練を認定する。 

イ 基礎コース 20％（岩手県、宮城県及び福島県は 30％） 

ロ 実践コース 20％（岩手県、宮城県及び福島県は 30％） 

注１ 求職者支援訓練は、地域職業訓練実施計画に則して、１か月ご

と又は４半期ごとに認定する（地域職業訓練実施計画で定めたコ

ース別・分野別の訓練実施規模を超えては認定しない。）ものであ

る。 

申請対象期間の設定数を超える認定申請がある場合は、 

イ 新規参入枠については、職業訓練の案等が良好なものから 

ロ イ以外については、求職者支援訓練の就職実績等が良好なものか

ら認定するものとする。 

注２ 本計画において示した内容は、全国での目標であり、地域職業

訓練実施計画においては、次のイ又はロに掲げる事項を除き、地

域訓練協議会での議論を踏まえ、地域の実情に応じて異なる設定

とすることができる。 

イ 都道府県別の訓練認定規模を超えてはならないこと。 

ロ 新規参入枠は上に掲げた値を超えてはならないこと及び全

く新規参入枠を設定しないものとしてはならないこと。ただ

し、地域ニーズ枠については、全て新規参入枠とすることも

可能とすること。 
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第四 公的職業訓練の実施に当たり留意すべき事項等 

  一 関係機関との連携 

公的職業訓練全体の訓練規模、分野及び時期において職業訓練の機会及び

受講者を適切に確保するとともに、職業訓練を効果的に実施し、訓練修了者

の就職を実現していく上で、国及び都道府県の関係行政機関はもとより、地

域の訓練実施機関の団体、労使団体等の幅広い理解・協力が求められる。 

     このため、平成 28 年度においても、地域訓練協議会を開催して、関係者

の連携・協力の下に、地域の実情を踏まえた、計画的で実効ある職業訓練

の推進に資することとする。 

     地域訓練協議会においては、必要に応じ、地域の産業ニーズを踏まえて

訓練内容の検討を行うワーキング・チームを開催する。    

また、公共職業能力開発施設は、公共職業訓練を実施するに当たっては、

都道府県労働局、公共職業安定所、地方公共団体、労使団体等関係機関によ

り構成される協議の場を活用し、人材ニーズに応じた効果的な職業訓練が質

及び量の両面において十分に実施されるよう検討、協議及び必要な調整を行

うものとする。 

さらに、公共職業能力開発施設は、都道府県労働局及び公共職業安定所と

連携し、公共職業訓練の受講者の就職支援を実施するものとする。 

  二 公的職業訓練の受講生の能力及び適性に応じた公的職業訓練の実施 

ジョブ・カードを活用したキャリアコンサルティングなど、労働者のキャ

リア形成に資する情報提供及び相談援助を行い、公的職業訓練の受講者の能

力及び適性に応じた公的職業訓練を実施するものとする。     

   このほか、公的職業訓練におけるジョブ・カードを活用したキャリアコ

ンサルティングの着実な実施等に資するため、地域ジョブ・カード運営本

部において、効果的な周知・啓発のあり方を検討し、関係機関を通じた周

知を図る。 

     


